
「ＭＩＹＡＺＡＫＩ ＦＲＥＥ Ｗｉ－Ｆｉ」共同利用実施要領 

 

観 光 推 進 課  

 

１ 趣旨 

ＭＩＹＡＺＡＫＩ ＦＲＥＥ Ｗｉ－Ｆｉの共同利用について定める。 

 

２ 共同利用の内容 

次の各要件を満たすＡＰを設置する場合、「ＭＩＹＡＺＡＫＩ ＦＲＥＥ Ｗｉ－Ｆ

ｉ」の、ＳＳＩＤ及びロゴ（別添）の共同利用を可能とする。 

なお、共同利用するＳＳＩＤ及びロゴの著作権は、全て宮崎県に帰属する。 

また、利用状況データは宮崎県により全て把握する。 

 (1) ＭＩＹＡＺＡＫＩ ＦＲＥＥ Ｗｉ－Ｆｉ 

   「ＭＩＹＡＺＡＫＩ ＦＲＥＥ Ｗｉ－Ｆｉ」の共通認証サーバを利用して設置す

るＡＰ 

   

３ 共同利用の届出 

  共同利用を希望する団体等は、共同利用届出書（別紙様式１）を宮崎県観光推進課長

（以下「県」という）にあらかじめ提出しなければならない。 

 

４ 届出の受理 

    県は、前項の届出があった場合は、その内容を審査し、本県の外国人観光客受入環境

整備に寄与すると認めるときは、届出を受理する。 

 

５ 共同利用の要件及び制限 

共同利用の届出をする者は、外国人観光客の受入に関する取り組みを実施する観光

関連施設（観光施設、交通施設、商業施設、飲食施設等）の管理者等とする。ただし次

の各号のいずれかに該当する場合は、県は届出を受理しないものとする。 

 (1) 法令及び公序良俗に反すると認められる場合 

 (2) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）

第２条に定める営業を行う者である場合 

 (3) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条

第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という）若しくは同条第６号に規定する暴

力団員（以下「暴力団員」という）又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有す

る者である場合 

  (4) その他、県が適当でないと認められる場合  

 

６ 利用上の遵守事項 

届出が受理された者は、前項を引き続き遵守することとする。 

 



７ 変更の届出 

 利用者が届出内容を変更する場合、変更届出書（別紙様式２）を県に提出しなければ

ならない。 

 

８ 停止の届出 

    利用者が利用を停止する場合、廃止届出書（別紙様式３）を県に提出しなければな 

らない。 

 

９ 共同利用の県による停止 

  利用者が第５項の制限のいずれかに該当した場合、県は共同利用を停止することが

できる。 

 

10 損失補償等の責任 

    県は共同利用したことによる損失補償等について、一切の責任を負わない。 

 

11 その他 

    以上のほか、必要な事項は県が別に定める。 

 

   附 則 

この要領は、平成 28 年３月 29 日から施行する。 

 

   附 則 

この要領は、令和３年３月９日から施行する。 

 

   附 則 

 この要領は、令和８年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


